
第56期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第５６期
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

法令および当社定款の規定に基づき、上記の事項につきましては、当社ウェブサイト
（https://www.ahjikan.co.jp/）に掲載することにより、株主のみなさまに提供し
ております。

表紙



連　結　注　記　表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　５社
連結子会社の名称　　　　株式会社あじかんアグリファーム、株式会社井口産交、山東安吉丸食品有限公

司、味堪香港有限公司、味堪（広州）餐飲管理有限公司
連結の範囲の変更　　　　当連結会計年度から株式会社井口産交を連結の範囲に含めております。これは、

同社の全株式を取得したことによるものであります。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用会社の数　　　１社
持分法適用会社の名称　　愛康食品（青島）有限公司

３．連結子会社および関連会社の事業年度等に関する事項
　山東安吉丸食品有限公司、味堪香港有限公司、味堪（広州）餐飲管理有限公司、および愛康食品（青島）
有限公司の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類
を使用しております。ただし、連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行
っております。

Ⅱ．重要な会計方針等
１．有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券
 

時価のあるもの ････････････････････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ････････････････････････ 移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準および評価方法 ････ 時価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法
 

当社および国内連結子会社 ････････････････ 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

在外連結子会社 ･･････････････････････････ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

当社および国内連結子会社 ･･････････････ 定率法
　ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を
除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
および構築物は定額法

在外連結子会社 ････････････････････････ 定額法

（2）無形固定資産（リース資産を除く） ････････ 定額法
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

（3）リース資産
① 所有権移転ファイナンス・リース ････････ 社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定額法

　なお、資産の内容は、建物およびソフトウエアであります。

② 所有権移転外ファイナンス・リース ･･････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　なお、資産の内容は、ソフトウエアであります。
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５．引当金の計上基準
 

（1）貸倒引当金 ･･････････････････････････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績繰入率に
よる繰入額のほか、債権の回収可能性を個別に検討し計上し
ております。

 

（2）賞与引当金 ･･････････････････････････････ 従業員賞与の支給に備えるため、負担すべき支給見込額を
計上しております。

 

（3）役員賞与引当金 ･･････････････････････････ 役員賞与の支出に備えるため、負担すべき支給見込額を計
上しております。

６．その他連結計算書類作成のための重要な事項
（1）重要なヘッジ会計の方法

　為替予約のヘッジについて、ヘッジ会計の要件を満たしている場合には繰延ヘッジ処理を、金利スワップ
について、特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

（2）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に
よる定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、その発生時に全額を費用処理しております。

③ 未認識過去勤務費用の会計処理方法
　未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退
職給付に係る調整累計額に計上しております。

（3）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 13,833,845千円

２．有形固定資産の取得価額から保険差益による圧縮記帳額123,957千円（建物123,026千円、工具、器具及び
備品930千円）が控除されております。

３．担保に供している資産
（1）担保提供資産

定 期 預 金 10,000千円 建物及び構築物 680,014千円
土 地 1,280,572千円

（2）担保に対応する債務
支払手形及び買掛金 10,000千円
短 期 借 入 金 3,002,860千円
長 期 借 入 金 1,130,000千円
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数

普 通 株 式 7,700,000株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の
種 類

配 当 金
の 総 額
（千円）

１ 株 当 た り
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月27日
定時株主総会

普 通
株 式 114,164 15.00 2019年３月31日 2019年６月28日

（注）１株当たり配当額15円00銭には、特別配当３円00銭を含んでおります。

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定 株式の
種 類

配当の
原 資

配 当 金
の 総 額
（千円）

１株当たり
配 当 額

（円）
基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月26日
定時株主総会

普 通
株 式

利 益
剰余金 114,164 15.00 2020年３月31日 2020年６月29日

Ⅴ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調
達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、｢販売管理規程｣および｢売掛債権管理要領｣に沿ってリスク
低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の
把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。
　なお、デリバティブは｢デリバティブ管理規程｣に従い、投機目的では使用せず、ヘッジ目的に限定し、実需
の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．参
照）

（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 1,909,341 1,909,341 －
（2）受取手形及び売掛金 4,905,054 4,905,054 －
（3）投資有価証券

その他有価証券 614,140 614,140 －
資産計 7,428,536 7,428,536 －

（4）支払手形及び買掛金 2,623,711 2,623,711 －
（5）短期借入金 5,127,552 5,131,242 3,690
（6）長期借入金 1,399,305 1,387,107 △12,197

負債計 9,150,568 9,142,061 △8,507
デリバティブ取引（＊） 76,282 76,282 －
（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（　）で表示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。
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（3）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（5）短期借入金、ならびに （6）長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額15,425千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢（3）投資有価証券
その他有価証券｣には含めておりません。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,662円36銭
１株当たり当期純利益 72円48銭
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個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針等
１．有価証券の評価基準および評価方法
（1）子会社株式および関連会社株式 ････････････ 移動平均法による原価法

（2）その他有価証券
 

時価のあるもの ････････････････････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ････････････････････････ 移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準および評価方法 ････ 時価法

３．たな卸資産の評価基準および評価方法
 

製品・商品・原材料・仕掛品 ･･････････････ 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

 

貯蔵品 ･･････････････････････････････････ 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） ････････ 定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を
除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
および構築物は定額法

（2）無形固定資産（リース資産を除く） ････････ 定額法
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（５年）に基づいております。

（3）リース資産
① 所有権移転ファイナンス・リース ････････ 社内における利用可能期間（５～10年）に基づく定額法

　なお、資産の内容は、建物およびソフトウエアであります。
② 所有権移転外ファイナンス・リース ･･････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、資産の内容は、ソフトウエアであります。

（4）長期前払費用 ････････････････････････････ 定額法

５．引当金の計上基準
 

（1）貸倒引当金 ･･････････････････････････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績繰入率に
よる繰入額のほか、債権の回収可能性を個別に検討し、計上
しております。

 

（2）賞与引当金 ･･････････････････････････････ 従業員賞与の支給に備えるため、負担すべき支給見込額を
計上しております。

 

（3）役員賞与引当金 ･･････････････････････････ 役員賞与の支給に備えるため、負担すべき支給見込額を計
上しております。
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（4）退職給付引当金 ･･････････････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づいて計上しており
ます。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。
② 数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、その発生年度に全額を費用処理して
おります。
　また、過去勤務費用につきましては、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により費用処理しております。

６．その他計算書類作成のための重要な事項
（1）重要なヘッジ会計の方法

　為替予約のヘッジについてヘッジ会計の要件を満たしている場合には繰延ヘッジ処理を、金利スワップ
について特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

（2）退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会
計処理の方法と異なっております。

（3）消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金銭債権 128,608千円
短期金銭債務 74,063千円
長期金銭債権 33,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 12,294,420千円

３．有形固定資産の取得価額から保険差益による圧縮記帳額123,957千円（建物123,026千円、工具、器具及び
備品930千円）が控除されております。

４．担保に供している資産
（1）担保提供資産

定 期 預 金 10,000千円 建 物 644,704千円
構 築 物 35,309千円 土 地 1,280,572千円

（2）担保に対応する債務
買 掛 金 10,000千円 短 期 借 入 金 2,200,000千円
一 年 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 802,860千円 長 期 借 入 金 1,130,000千円
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Ⅲ．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高 売 上 高 13,852千円

仕 入 高 1,846,338千円
営 業 取 引 以 外 の
取引による取引高 602,258千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類および総数

普 通 株 式 89,053株

Ⅴ．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産
貸倒引当金 39,913千円
賞与引当金 96,558千円
未払事業税 16,233千円
長期未払金 38,076千円
出資預け金評価損 13,167千円
退職給付引当金 △59,971千円
減損損失 5,390千円
投資有価証券評価損 10,829千円
関係会社出資金評価損 31,426千円
電話加入権評価損 5,660千円
資産除去債務 16,348千円
繰延ヘッジ損益 △2,511千円
その他 40,580千円

繰延税金資産小計 251,704千円
評価性引当額 △111,202千円
繰延税金資産合計 140,501千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △34,013千円
資産除去債務相当資産 △1,335千円

繰延税金負債合計 △35,349千円

繰延税金資産の純額 105,152千円
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記
　子会社および関連会社等 （単位：千円）

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 (被 所
有 ) 割 合

関連当事者と
の 関 係 取引の内容 取引金額

(注)２ 科 目 期末残高

子 会 社

株式会社あじかん
ア グ リ フ ァ ー ム

所 有
直接100％

役員の兼任
原材料の購入

原材料の購入
(注)１ 377,224 買 掛 金 28,337

株式会社井口産交 所 有
直接100％

役員の兼任
物流の委託

製商品の運送
保管
(注)１

494,138 未 払 金 42,661

山東安吉丸食品
有 限 公 司

所 有
直接100％

役員の兼任
消耗品の販売
製品・原材料
の購入

消耗品の販
売
(注)１

194 売 掛 金 －

野菜加工品
等の購入
(注)１

737,459 買 掛 金 －

関連会社 愛康食品(青島)
有 限 公 司

所 有
直接50％

役員の兼任
製品の購入

冷凍加工品
等の購入
(注)１

731,655 買 掛 金 3,064

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．市場価格、総原価を勘案して毎期価格交渉のうえ、取引条件を決定しております。

２．取引金額には消費税等が含まれておりません。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,597円47銭
１株当たり当期純利益 76円18銭
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